
よる啓発
　　　事業所訪問（対面による啓発、調査） 　　　事業所訪問（対面による啓発、調査） 　　　事業所訪問（対面による啓発、調査） 　　　事業所訪問（対面による啓発、調査）
　　　強調月間(7月)における街頭啓発 　　　強調月間(7月)における街頭啓発 　　　強調月間(7月)における街頭啓発 　　　強調月間(7月)における街頭啓発
　　　取組を要する事業所への個別訪問 　　　取組を要する事業所への個別訪問 　　　取組を要する事業所への個別訪問 　　　取組を要する事業所への個別訪問
    
２　企業内人権教育推進事業 ２　企業内人権教育推進事業 ２　企業内人権教育推進事業 ２　企業内人権教育推進事業

主な事業内容 　　　企業内人権教育推進協議会による研修会等 　　　企業内人権教育推進協議会による研修会等 　　　企業内人権教育推進協議会による研修会等 　　　企業内人権教育推進協議会による研修会等
　　　の開催 　　　の開催 　　　の開催 　　　の開催

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 123事業所 126事業所 130事業所 130事業所

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 139千円 県支出金 194千円

事業の財源 819千円 市債 0千円 991千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 680千円 一般財源 797千円

職員数/人件費 正 0.5人 会計任 0.75人 5,472 千円 正 0.6人 会計任 0.75人 6,297 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 113事業所 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　事業所内公正採用選考及び人権啓発について、対 　事業所訪問や企業内人権教育推進協議会の取組に 現状維持 ○ 財源
面による啓発を行い、各事業所において継続して研 おいて、企業の人権意識の向上及び企業内人権教育
修の機会を持ってもらうことができた。 推進協議会への加入推進並びに研修参加の強化を図 見直して継続 拡大
　事業所訪問や企業内人権教育推進協議会の取組を る。 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 通じて、人権意識の向

東

上を図る必要がある。

近

縮小 削減
事業統合 人員

江

Check 3 手段見

市

直

休止・廃止 拡大
現状

総

○

完了 削減

合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 東近江市企業内人権教育推進協議会加入事業所数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 239

○基本的政策：05活発な産業が展開され生き生きと働くことができるまち 指標の目標値 126事業所 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 商工労政課

　をつくります 関 係 法 令 　東近江市事業所内公正採用選考及び人権啓発推進班要綱 東近江市人権施策
基本計画、東近江

○ 施策 ：01企業内人権教育・啓発の推進 市 条 例 等 作　　成　　者 須田　良行市地域福祉計画

事務事業名 　企業の経営者、従業員等が人権問題に対する正しい理解及び認識を深め、「差別のない明るい職場  
関連計画づくり」が推進されるよう、企業内での人権研修事業を推進します。

企業内人権啓発推進事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 020000
算

款   項   目 050101

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　事業所内公正採用選考及び人権啓発事業 １　事業所内公正採用選考及び人権啓発事業 １　事業所内公正採用選考及び人権啓発事業 １　事業所内公正採用選考及び人権啓発事業
　・事業所が実施する人権研修への講師派遣 　・事業所が実施する人権研修への講師派遣 　・事業所が実施する人権研修への講師派遣 　・事業所が実施する人権研修への講師派遣
　・事業所内公正採用選考及び人権に係る啓発 　・事業所内公正採用選考及び人権に係る啓発 　・事業所内公正採用選考及び人権に係る啓発 　・事業所内公正採用選考及び人権に係る啓発
　　　企業内人権教育指導員等による啓発 　　　企業内人権教育指導員等による啓発 　　　企業内人権教育指導員等による啓発 　　　企業内人権教育指導員等に



基づく認定
　・セーフティネット保証の認定 　・セーフティネット保証の認定 　・セーフティネット保証の認定 　・セーフティネット保証の認定
    

主な事業内容 ３　マル経融資の借入者に対する支援 ３　マル経融資の借入者に対する支援 ３　マル経融資の借入者に対する支援 ３　マル経融資の借入者に対する支援
　・小規模事業者経営改善資金融資への利子補給 　・小規模事業者経営改善資金融資への利子補給 　・小規模事業者経営改善資金融資への利子補給 　・小規模事業者経営改善資金融資への利子補給

（年次計画）     
４　新規開業者支援 ４　新規開業者支援 ４　新規開業者支援 ４　新規開業者支援

Plan 1 　・新規開業に関する融資への利子補給 　・新規開業に関する融資への利子補給 　・新規開業に関する融資への利子補給 　・新規開業に関する融資への利子補給
    

（実績） ５　中小企業施策の情報提供 ５　中小企業施策の情報提供 ５　中小企業施策の情報提供 ５　中小企業施策の情報提供
　・経済団体を通じた中小企業向け支援策の 　・経済団体を通じた中小企業向け支援策の 　・経済団体を通じた中小企業向け支援策の 　・経済団体を通じた中小企業向け支援策の

Do 2 　　情報提供 　　情報提供 　　情報提供 　　情報提供
   
６　事業承継支援 ６　事業承継支援 ６　事業承継支援
　・中小企業経営者の意識調査に基づく支援 　・セミナーや個別相談会の実施 　・セミナーや個別相談会の実施

指標の年度目標値 166件 176件 186件 186件

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 500千円

事業の財源 6,510千円 市債 0千円 11,348千円 市債 0千円

その他 4,000千円 その他 230千円

一般財源 2,510千円 一般財源 10,618千円

職員数/人件費 正 0.5人 会計任 0.05人 3,583 千円 正 0.7人 会計任 0人 4,366 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 59件 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　物価高騰等の影響を受ける市内事業者に対し、必

東

　経済団体と連携し、

近

社会・経済環境の変化

江

に対応 現状維持 ○ 財源

市

要な支援策を講じた。

総

した中小企業及び小規

合

模企業の経営の維持と

計

発展に
　社会・経済環

画

境の変化をとらえ、経

～

済団体等と連 つながる

ま

効果的な支援を継続し

ち

て行う。 見直して継続

づ

拡大
携し中小企業及び

く

小規模企業の経営課題

り

等を抽出し 拡大 現状 ○

の

事務事業の改善内容 、

森

支援を行う必要がある

を

。 縮小 削減
 事業統合

育

人員
Check 3  

て

手段見直

休止・廃止 拡

よ

大
現状 ○

完了 削減

う～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 利子補給制度の利用件数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 11

○基本的政策：05活発な産業が展開され生き生きと働くことができるまち 指標の目標値 176件 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 商工労政課

　をつくります 関 係 法 令 　東近江市小規模企業者小口簡易資金貸付要綱、東近江市新規開業支援資金利子補給要綱、東近江市 －
小規模事業者経営改善資金利子補給要綱

○ 施策 ：02企業支援の推進 市 条 例 等 作　　成　　者 須田　良行

事務事業名 　長引く景気の低迷により中小企業の経営は不安定であり、景気の先行きも不安定である中、市内の
関連計画事業者及び新規起業者の事業経営の安定を図るため、関係機関と連携して金融支援を行います。

中小企業対策事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 010000
算

款   項   目 070102

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　小規模企業者小口簡易資金の支援 １　小規模企業者小口簡易資金の支援 １　小規模企業者小口簡易資金の支援 １　小規模企業者小口簡易資金の支援
　・小口簡易資金預託金 　・小口簡易資金預託金 　・小口簡易資金預託金 　・小口簡易資金預託金
　・小口簡易資金の貸付 　・小口簡易資金の信用保証料の軽減 　・小口簡易資金の信用保証料の軽減 　・小口簡易資金の信用保証料の軽減
　・小口簡易資金の信用保証料の軽減 　・小口簡易資金の損失補償 　・小口簡易資金の損失補償 　・小口簡易資金の損失補償
　・小口簡易資金の損失補償    
    
２　中小企業信用保険法に基づく認定 ２　中小企業信用保険法に基づく認定 ２　中小企業信用保険法に基づく認定 ２　中小企業信用保険法に



　地場産業需要開拓への支援 ２　地場産業需要開拓への支援 ２　地場産業需要開拓への支援 ２　地場産業需要開拓への支援
　・麻織物、木工製品、地酒等 　・麻織物、木工製品、地酒等 　・麻織物、木工製品、地酒等 　・麻織物、木工製品、地酒等
    

主な事業内容 ３　創業対策支援事業への支援 ３　創業対策支援事業への支援 ３　創業対策支援事業への支援 ３　創業対策支援事業への支援
　・創業塾、起業塾の実施 　・創業塾、起業塾の実施 　・創業塾、起業塾の実施 　・創業塾、起業塾の実施

（年次計画）     
４　企業連携への支援 ４　企業連携への支援 ４　企業連携への支援 ４　企業連携への支援

Plan 1 　・東近江市工業会事業への補助 　・東近江市工業会事業への補助 　・東近江市工業会事業への補助 　・東近江市工業会事業への補助
    

（実績） ５　東近江市経済団体同友会の運営支援 ５　東近江市経済団体同友会の運営支援 ５　東近江市経済団体同友会の運営支援 ５　東近江市経済団体同友会の運営支援
　・講演、研修会の開催 　・講演、研修会の開催 　・講演、研修会の開催 　・講演、研修会の開催

Do 2 　・各種施策の周知 　・各種施策の周知 　・各種施策の周知 　・各種施策の周知
   
６　商工会施設の管理
　・商工会施設の修繕等

指標の年度目標値 166件 176件 186件 186件

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 900千円 予算額 国庫支出金 1,000千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 55,599千円 市債 0千円 54,706千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 54,699千円 一般財源 53,706千円

職員数/人件費 正 0.7人 会計任 0人 5,067 千円 正 1.08人 会計任 0人 6,900 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 59件 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　創業への関心を高めるために経済団体と連携して 　商工会議所、商工会と連携し、創業のほか、中小 現状維持 ○ 財源
セミナー事業を行った。 企業及び小規模企業の持続的発展のため、最新の情
　商工会議所、商工

東

会による経営指導等の

近

取組によ 報と様々な支

江

援策の情報共有を図る

市

とともに地域経 見直し

総

て継続 拡大
り、中小企

合

業及び小規模企業が継

計

続して経営に取り 済の

画

活性化に取り組む。 拡

～

大 現状 ○
事務事業の改

ま

善内容 組めるよう支援

ち

する必要がある。  縮

づ

小 削減
事業統合 人員

C

く

heck 3 手段見直

り

休止・廃止 拡大
現状 ○

の

完了 削減

森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 利子補給制度の利用件数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 422

○基本的政策：05活発な産業が展開され生き生きと働くことができるまち 指標の目標値 176件 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 商工労政課

　をつくります 関 係 法 令 　東近江市商工振興事業補助金交付要綱、東近江市商工会及び商工会議所事業補助金交付要綱、東近 東近江市地域福祉
江市地場産業需要開拓事業補助金交付要綱 計画

○ 施策 ：02企業支援の推進 市 条 例 等 作　　成　　者 須田　良行

事務事業名 　商工会議所及び商工会の事業を支援することにより、その機能を高め、各地域内の事業者の経営の
関連計画安定及び商工業の活性化を図ります。また、商業関連イベント等を支援することにより、商業及び地

商工振興対策事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計域の活性化を図ります。

大事業コード 020000
算

款   項   目 070102

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　商工会議所及び商工会への支援 １　商工会議所及び商工会への支援 １　商工会議所及び商工会への支援 １　商工会議所及び商工会への支援
　・中小企業相談所の運営 　・中小企業相談所の運営 　・中小企業相談所の運営 　・中小企業相談所の運営
　・商工会の指導員設置及び指導事業 　・商工会の指導員設置及び指導事業 　・商工会の指導員設置及び指導事業 　・商工会の指導員設置及び指導事業
　・商工会地域総合振興事業 　・商工会地域総合振興事業 　・商工会地域総合振興事業 　・商工会地域総合振興事業
　・商工会地域イベント事業 　・商工会地域イベント事業 　・商工会地域イベント事業 　・商工会地域イベント事業
    
２



円 一般財源 31,583千円

職員数/人件費 正 0.3人 会計任 0人 1,954 千円 正 0.3人 会計任 0人 2,023 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 3,791人 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　施設内の受配電設備及び非常灯の修繕を行い、施 　建築基準法第12条に基づく定期点検や公共施設等 現状維持 ○ 財源
設利用者の安心安全を図った。 総合管理計画個別施設計画に基づき、計画的に修繕
　老朽化に伴う予防保全の観点から計画的な修繕を を行う。 見直して継続 拡大
進める必要がある。 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 縮小 削減
事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 勤労者互助会加入者数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 135

○基本的政策：05活発な産業が展開され生き生きと働くことができるまち 指標の目標値 3,300人 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 商工労政課

　をつくります 関 係 法 令 　東近江市勤労者総合福祉センター条例、東近江市勤労者総合福祉センター条例施行規則 －

○ 施策 ：03勤労者支援の推進 市 条 例 等 作　　成　　者 須田　良行

事務事業名 　勤労者の体力及び福祉の増進並びに勤労意欲の向上を図るため、勤労者施設の管理運営を行います
関連計画。

勤労者施設管理運営事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 030000
算

款   項   目 050101

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　勤労者施設の管理運営 １　勤労者施設の管理運営 １　勤労者施設の管理運営 １　勤労者施設の管理運営
　・勤労者総合福祉センターウェルネス八日市（指 　・勤労者総合福祉センターウェルネス八日市（指 　・勤労者総合福祉センターウェルネス八日市（指 　・勤労者総合福祉センターウェルネス八日市（指
　　定管理） 　　定管理） 　　定管理） 　　定管理）
　・勤労者施設の修繕等 　・勤労者施設の修繕等 　・勤労者施設の修繕等 　・勤労者施設の修繕等

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 3,290人 3,300人 3,400人 3,400人

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 30,191千円 市債 0千円 34,183千円 市債 0千円

その他 2,278千円 その他 2,600千円

一般財源 27,913千



が20人未満の事業所
    
４　勤労者関係融資事業 ４　勤労者関係融資事業 ４　勤労者関係融資事業 ４　勤労者関係融資事業
　・勤労者住宅資金融資　1,000万円以内 　・勤労者住宅資金融資　1,000万円以内 　・勤労者住宅資金融資　1,000万円以内 　・勤労者住宅資金融資　1,000万円以内

主な事業内容 　・勤労者教育資金融資    100万円以内 　・勤労者教育資金融資    100万円以内 　・勤労者教育資金融資    100万円以内 　・勤労者教育資金融資    100万円以内
　・勤労者福祉資金融資　　100万円以内 　・勤労者福祉資金融資　　100万円以内 　・勤労者福祉資金融資　　100万円以内 　・勤労者福祉資金融資　　100万円以内

（年次計画） 　・離職者福祉特別資金融資 30万円以内　 　・離職者福祉特別資金融資 30万円以内　 　・離職者福祉特別資金融資 30万円以内　 　・離職者福祉特別資金融資 30万円以内　

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 3,290人 3,300人 3,400人 3,400人

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 6,886千円 市債 0千円 24,338千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 15,250千円

一般財源 6,886千円 一般財源 9,088千円

職員数/人件費 正 1.3人 会計任 0人 8,852 千円 正 0.3人 会計任 0人 2,023 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 3,791人 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　様々な機会を捉えて中小企業退職共済制度の周知 　勤労者の福利厚生等の向上のため勤労者互助会へ 現状維持 ○ 財源
に取り組み加入事業所が増加した。 の加入促進に努めるとともに、中小企業の退職金制
　勤労者互助会の会員数は増加したが、引き続き会 度を周知し加入を促進する。 見直して継続 拡大
員事業所の増加に向けて取り組む必要がある。  拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 縮小 削減
事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡

東

大
現状 ○

完了 削減

近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 勤労者互助会加入者数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 299

○基本的政策：05活発な産業が展開され生き生きと働くことができるまち 指標の目標値 3,300人 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 商工労政課

　をつくります 関 係 法 令 　東近江市中小企業退職共済制度等掛金補助金交付要綱、東近江市雇用保険加入奨励金交付要綱、東 －
近江市労働者福祉事業補助金交付要綱、東近江市勤労者住宅資金融資規則、東近江市勤労者教育資金

○ 施策 ：03勤労者支援の推進 市 条 例 等 作　　成　　者 須田　良行融資規則、東近江市勤労者福祉資金融資規則、東近江市離職者福祉特別資金融資規則

事務事業名 　勤労者互助会を始めとする勤労者団体の活動を支援するとともに、勤労者の雇用及び生活安定のた
関連計画めの事業を実施します。

勤労者支援事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 040000
算

款   項   目 050101

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　東近江地域勤労者互助会への支援 １　東近江地域勤労者互助会への支援 １　東近江地域勤労者互助会への支援 １　東近江地域勤労者互助会への支援
    
２　東近江労働者福祉協議会への支援 ２　東近江労働者福祉協議会への支援 ２　東近江労働者福祉協議会への支援 ２　東近江労働者福祉協議会への支援
    
３　中小企業退職共済制度等掛金補助 ３　中小企業退職共済制度等掛金補助 ３　中小企業退職共済制度等掛金補助 ３　中小企業退職共済制度等掛金補助
　・対象：従業員数が20人未満の事業所 　・対象：従業員数が20人未満の事業所 　・対象：従業員数が20人未満の事業所 　・対象：従業員数



材センターへの支援 ２　シルバー人材センターへの支援
　・滋賀県シルバー人材センターへの補助 　・滋賀県シルバー人材センターへの補助 　・滋賀県シルバー人材センターへの補助 　・滋賀県シルバー人材センターへの補助
　・東近江市シルバー人材センターへの補助　 　・東近江市シルバー人材センターへの補助　 　・東近江市シルバー人材センターへの補助　 　・東近江市シルバー人材センターへの補助　
    
３　東近江市就労対策協議会の運営 ３　東近江市就労対策協議会の運営 ３　東近江市就労対策協議会の運営 ３　東近江市就労対策協議会の運営

主な事業内容 　・合同企業説明会の開催 　・合同企業説明会の開催 　・合同企業説明会の開催 　・合同企業説明会の開催
　・セミナーの開催 　・セミナーの開催 　・セミナーの開催 　・セミナーの開催

（年次計画）     
４　しごとづくり応援センターの運営 ４　しごとづくり応援センターの運営 ４　しごとづくり応援センターの運営 ４　しごとづくり応援センターの運営

Plan 1 　・事業所見学及び体験実習の実施 　・事業所見学及び体験実習の実施 　・事業所見学及び体験実習の実施 　・事業所見学及び体験実習の実施
    

（実績） ５　定住移住への支援 ５　定住移住への支援 ５　定住移住への支援 ５　定住移住への支援
　・移住就業支援補助金 　・移住就業支援補助金 　・移住就業支援補助金 　・移住就業支援補助金

Do 2

指標の年度目標値 80件 累計100件 156件 156件

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 771千円 県支出金 5,359千円

事業の財源 32,176千円 市債 0千円 35,189千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 171千円

一般財源 31,405千円 一般財源 29,659千円

職員数/人件費 正 0.45人 会計任 1.6人 7,148 千円 正 0.5人 会計任 1.5人 7,474 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 73件 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　合同企業説明会の開催やしごとづくり応援センタ 　合同企業説明会

東

の開催だけでなく人材

近

確保の視点 現状維持 ○

江

財源
ーにおいて、求職

市

者と事業所のマッチン

総

グを行い、 からセミナ

合

ー等を開催し、雇用対

計

策の充実と強化に
市内

画

事業所の人材確保につ

～

なげることができた。

ま

取り組む。 見直して継

ち

続 拡大
　更なる人材確

づ

保や人材育成のため、

く

研修会、合同 拡大 現状

り

○
事務事業の改善内容

の

企業説明会の開催やし

森

ごとづくり応援センタ

を

ーの事 縮小 削減
業によ

育

りサポートを進める必

て

要がある。 事業統合 人

よ

員
Check 3 手段

う

見直

休止・廃止 拡大
現

～

状 ○

完了 削減

■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 事業所と求職者のマッチング件数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 369

○基本的政策：05活発な産業が展開され生き生きと働くことができるまち 指標の目標値 100件（累計） 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 商工労政課

　をつくります 関 係 法 令 　東近江市高年齢者就業機会確保事業費補助金交付要綱、公益社団法人滋賀県シルバー人材センター 東近江市地域福祉
連合会事業補助金交付要綱、東近江市庁内就労ネットワーク会議要綱、東近江市しごとづくり応援セ 計画

○ 施策 ：04雇用機会の充実 市 条 例 等 作　　成　　者 須田　良行ンター要綱、東近江市しごとづくり応援センターにおける事業所内体験実習事業実施要綱

事務事業名 　関係機関と連携し、求職者、失業者等の就職並びに人材不足、就業継続等の課題を抱える市内事業
関連計画所を支援することで、地域経済の活性化に繋げます。また、高齢者の生きがい対策として就業機会の

雇用対策事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計確保を図るため、シルバー人材センターの運営等を支援します。

大事業コード 050000
算

款   項   目 050101

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　各種協議会への支援 １　各種協議会への支援 １　各種協議会への支援 １　各種協議会への支援
　・東近江地域雇用対策協議会 　・東近江地域雇用対策協議会 　・東近江地域雇用対策協議会 　・東近江地域雇用対策協議会
　・東近江地域労働対策連絡会 　・東近江地域労働対策連絡会 　・東近江地域労働対策連絡会 　・東近江地域労働対策連絡会
    
２　シルバー人材センターへの支援 ２　シルバー人材センターへの支援 ２　シルバー人



容 ３　中心市街地活性化事業支援（にぎわい創出） ３　中心市街地活性化事業支援（にぎわい創出） ３　中心市街地活性化事業支援（にぎわい創出） ３　中心市街地活性化事業支援（にぎわい創出）
　・八日市商工会議所主催イベント 　・八日市商工会議所主催イベント 　・八日市商工会議所主催イベント 　・八日市商工会議所主催イベント

（年次計画） 　・中心市街地活性化事業補助金 　・中心市街地活性化事業補助金 　・中心市街地活性化事業補助金 　・中心市街地活性化事業補助金
    

Plan 1 ４　中心市街地活性化基本計画の事業推進 ４　中心市街地活性化基本計画の事業推進 ４　中心市街地活性化基本計画の事業推進 ４　中心市街地活性化基本計画の事業推進
　・関係機関との連携 　・関係機関との連携 　・関係機関との連携 　・関係機関との連携

（実績）     
５　中心市街地商業等空店舗再生支援事業 ５　中心市街地商業等空店舗再生支援事業 ５　中心市街地商業等空店舗再生支援事業 ５　中心市街地商業等空店舗再生支援事業

Do 2 　・空店舗の改修に対する補助 　・空店舗の改修に対する補助 　・空店舗の改修に対する補助 　・空店舗の改修に対する補助

指標の年度目標値 30件 累計37件 44件 44件

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 1,500千円 予算額 国庫支出金 1,500千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 5,646千円 市債 0千円 8,717千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 4,146千円 一般財源 7,217千円

職員数/人件費 正 0.6人 会計任 0.15人 4,356 千円 正 0.55人 会計任 0人 3,854 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 14件 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　中心市街地のにぎわい創出に係る各種イベントの 　中心市街地のにぎわいの創出につながるイベント 現状維持 ○ 財源
支援を行った。 や地域情報の発信の充実を図るとともに、空店舗の
　中心市街地内での創業や開業希望者のニーズに対 活用促進に努める。 見直して継続 拡大
応できる活用可能な空店舗の開

東

拓が必要である。 拡大

近

現状 ○
事務事業の改善

江

内容  縮小 削減
事業統

市

合 人員
Check 3

総

手段見直

休止・廃止 拡

合

大
現状 ○

完了 削減

計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 空店舗の利活用件数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 123

○基本的政策：05活発な産業が展開され生き生きと働くことができるまち 指標の目標値 37件（累計） 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 商工労政課

　をつくります 関 係 法 令 　東近江市商業振興関係補助金交付要綱、東近江市商店街振興施設運営事業補助金交付要綱 東近江市中心市街
地活性化基本計画

○ 施策 ：05商店街等の活性化 市 条 例 等 作　　成　　者 須田　良行東近江市定住自立

事務事業名 　まちなかに「にぎわい」を取り戻すとともに、中心市街地としての都市機能の向上を図り、本市の 圏共生ビジョン
関連計画中心市街地の活性化を図ります。  

中心市街地活性化対策事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 040000
算

款   項   目 070102

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　風物時代館（大通り商店街）運営支援 １　風物時代館（大通り商店街）運営支援 １　風物時代館（大通り商店街）運営支援 １　風物時代館（大通り商店街）運営支援
　・木曜朝市 　・木曜朝市 　・木曜朝市 　・木曜朝市
　・親子教室 　・親子教室 　・親子教室 　・親子教室
    
２　まちかど情報館（本町商店街）運営支援 ２　まちかど情報館（本町商店街）運営支援 ２　まちかど情報館（本町商店街）運営支援 ２　まちかど情報館（本町商店街）運営支援
　・本町パサージュ 　・本町パサージュ 　・本町パサージュ 　・本町パサージュ
　・土曜夜市 　・土曜夜市 　・土曜夜市 　・土曜夜市
　・クリスマス歳末セール 　・クリスマス歳末セール 　・クリスマス歳末セール 　・クリスマス歳末セール
    

主な事業内



　商業活性化イベント支援 ４　商業活性化イベント支援 ４　商業活性化イベント支援 ４　商業活性化イベント支援
主な事業内容 　・イベント等開催支援 　・イベント等開催支援 　・イベント等開催支援 　・イベント等開催支援

　　　秋まつり 　　　秋まつり 　　　秋まつり 　　　秋まつり
（年次計画） 　　　二五八祭 　　　二五八祭 　　　二五八祭 　　　二五八祭

　　　びわこジャズ東近江 　　　びわこジャズ東近江 　　　びわこジャズ東近江 　　　びわこジャズ東近江
Plan 1 　　　市のまち元気チャレンジ事業 　　　市のまち元気チャレンジ事業 　　　市のまち元気チャレンジ事業 　　　市のまち元気チャレンジ事業

　　　イーストレインボー 　　　イーストレインボー 　　　イーストレインボー 　　　イーストレインボー
（実績）     

５　空店舗改修支援事業 ５　空店舗改修支援事業 ５　空店舗改修支援事業 ５　空店舗改修支援事業
Do 2 　・空店舗の改修に対する補助 　・空店舗の改修に対する補助 　・空店舗の改修に対する補助 　・空店舗の改修に対する補助

    
６　小規模事業者既存店舗リノベーション支援事業 ６　小規模事業者既存店舗リノベーション支援事業 ６　小規模事業者既存店舗リノベーション支援事業 ６　小規模事業者既存店舗リノベーション支援事業
　・既存店舗の改修に対する補助 　・既存店舗の改修に対する補助 　・既存店舗の改修に対する補助 　・既存店舗の改修に対する補助

指標の年度目標値 30件 累計37件 44件 44件

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 1,000千円 予算額 国庫支出金 78,611千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 66,932千円 市債 0千円 217,977千円 市債 0千円

その他 46,902千円 その他 71,800千円

一般財源 19,030千円 一般財源 67,566千円

職員数/人件費 正 0.85人 会計任 0.7人 7,673 千円 正 1.1人 会計任 0人 6,920 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 14件 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　各イベントにおいて、商店街

東

等に多くの市民が集 　

近

商店街等が主体で開催

江

されるイベントや東近

市

江市 現状維持 ○ 財源
い

総

、にぎわいを創出する

合

ことで活性化を図るこ

計

とが 三方よし商品券の

画

利用を通じて、事業者

～

の活気と地
できた。 域

ま

経済の活性化に努める

ち

。 見直して継続 拡大
　

づ

物価や人件費の高騰に

く

より、各イベントにお

り

いて 拡大 現状 ○
事務事

の

業の改善内容 負担が増

森

加するため、より一層

を

の支援が必要となる 縮

育

小 削減
。 事業統合 人員

て

Check 3 手段見

よ

直

休止・廃止 拡大
現状

う

○

完了 削減

～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 空店舗の利活用件数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 463

○基本的政策：05活発な産業が展開され生き生きと働くことができるまち 指標の目標値 37件（累計） 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 商工労政課

　をつくります 関 係 法 令 　東近江市商工振興事業補助金交付要綱、東近江市ウェルカムショップ支援事業補助金交付要綱、東 東近江市地域福祉
近江市小規模事業者既存店舗リノベーション支援事業補助金交付要綱 計画

○ 施策 ：05商店街等の活性化 市 条 例 等 作　　成　　者 須田　良行

事務事業名 　地域経済の低迷及び空店舗の増加によって中心市街地を始めとする地域の商業力は低下しており、
関連計画市内の商業活性化を図る必要があります。また、八日市駅前地域の空店舗を利用しにぎわいの創出を

商店街等活性化事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計図るとともに、地域商品券による地域経済循環システムの構築を図ります。

大事業コード 030000
算

款   項   目 070102

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　商店街活性化支援 １　商店街活性化支援 １　商店街活性化支援 １　商店街活性化支援
　・聖徳まつり 　・聖徳まつり 　・聖徳まつり 　・聖徳まつり支援
    
２　ウェルカムショップ支援事業 ２　ウェルカムショップ支援事業 ２　ウェルカムショップ支援事業 ２　ウェルカムショップ支援事業
    
３　東近江市三方よし商品券事業 ３　東近江市三方よし商品券事業 ３　東近江市三方よし商品券事業 ３　東近江市三方よし商品券事業
　・発行、普及、利用推進 　・発行、普及、利用推進 　・発行、普及、利用推進 　・発行、普及、利用推進
    
４



止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 適正な事務の執行（指標設定しない） 指　　標 － 新規 ○ ソフト 事務事業コード 5370

○基本的政策：05活発な産業が展開され生き生きと働くことができるまち 指標の目標値 － 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 商工労政課

　をつくります 関 係 法 令 － －

○ 施策 ：05商店街等の活性化 市 条 例 等 作　　成　　者 須田　良行

事務事業名 　公設地方卸売市場特別会計への一般会計からの繰出金
関連計画

公設地方卸売市場特別会計繰出金 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 020000
算

款   項   目 070101

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　公設卸売市場特別会計への繰出金 １　公設卸売市場特別会計への繰出金 １　公設卸売市場特別会計への繰出金 １　公設卸売市場特別会計への繰出金

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 - - - -

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 17,864千円 市債 0千円 31,990千円 市債 0千円

その他 4,000千円 その他 0千円

一般財源 13,864千円 一般財源 31,990千円

職員数/人件費 正 0.1人 会計任 0人 835 千円 正 0.1人 会計任 0人 835 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 - 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

― ― 現状維持 ○ 財源

見直して継続 拡大
拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 縮小 削減
事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃



市場経営戦略の推進 　・卸売市場経営戦略の推進
    

主な事業内容 ２　取引の適正化及び流通の円滑化業務 ２　取引の適正化及び流通の円滑化業務 ２　取引の適正化及び流通の円滑化業務 ２　取引の適正化及び流通の円滑化業務
　・買受人の登録、変更手続 　・買受人の登録、変更手続 　・買受人の登録、変更手続 　・買受人の登録、変更手続

（年次計画） 　・卸売市場のPR 　・卸売市場のPR 　・卸売市場のPR 　・卸売市場のPR
　・卸売業者等学習会の開催 　・卸売業者等学習会の開催 　・卸売業者等学習会の開催 　・卸売業者等学習会の開催

Plan 1     
３　卸売市場施設管理事業 ３　卸売市場施設管理事業 ３　卸売市場施設管理事業 ３　卸売市場施設管理事業

（実績） 　・施設修繕 　・施設修繕 　・施設修繕 　・施設修繕
　・設備メンテナンス 　・設備メンテナンス 　・設備メンテナンス 　・設備メンテナンス

Do 2     
    

  
  

指標の年度目標値 30件 累計37件 44件 44件

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 31,675千円 市債 0千円 40,018千円 市債 0千円

その他 8,075千円 その他 8,035千円

一般財源 23,600千円 一般財源 31,983千円

職員数/人件費 正 1.45人 会計任 1.5人 14,360 千円 正 1.5人 会計任 1.5人 14,639 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 14件 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　卸売市場経営戦略に基づき、買受人登録の拡大に 　引き続き卸売業者や関係事業者と買受人の増加や 現状維持 ○ 財源
より販路拡大を推進することができた。 公設市場の活性化に向けた具体的な取組を検討し実
　卸売市場経営戦略の推進に当たって、関係事業者 施する。 見直して継続 拡大
等と具体的な取組を検討し推進する必要がある。 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容  縮小 削減
事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 空店舗の利活用件数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 336

○基本的政策：05活発な産業が展開され生き生きと働くことができるまち 指標の目標値 37件（累計） 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 商工労政課

　をつくります 関 係 法 令 　東近江市八日市公設地方卸売市場条例、東近江市八日市公設地方卸売市場条例施行規則、東近江市
八日市公設地方卸売市場関係団体補助金交付要綱

○ 施策 ：05商店街等の活性化 市 条 例 等 作　　成　　者 須田　良行

事務事業名 　生鮮食料品等の取引の適正化及び流通の円滑化を図り、市民生活の安定に寄与します。
関連計画

卸売市場管理運営事業 事務事業概要 予
会   計   名 公設地方卸売市

大事業コード 020000
算

款   項   目 010101

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　卸売市場企画・運営事業 １　卸売市場企画・運営事業 １　卸売市場企画・運営事業 １　卸売市場企画・運営事業
　・魚のさばき方教室 　・魚のさばき方教室 　・魚のさばき方教室 　・魚のさばき方教室
　・魚の食べ方教室 　・魚の食べ方教室 　・魚の食べ方教室 　・魚の食べ方教室
　・市内小学校の見学受入 　・市内小学校の見学受入 　・市内小学校の見学受入 　・市内小学校の見学受入
　・市場一般開放（日曜市） 　・市場一般開放（日曜市） 　・市場一般開放（日曜市） 　・市場一般開放（日曜市）
　・本町パサージュ出店 　・本町パサージュ出店 　・本町パサージュ出店 　・本町パサージュ出店
　・買受人対象大売り出し 　・買受人対象大売り出し 　・買受人対象大売り出し 　・買受人対象大売り出し
　・卸売市場経営戦略の推進 　・卸売市場経営戦略の推進 　・卸売



奨励金
　の交付と制度の周知 　の交付と制度の周知 　の交付と制度の周知 　の交付と制度の周知
　①　立地促進奨励金 　・立地促進奨励金 　・立地促進奨励金 　①　立地促進奨励金
　　・指定申請企業数　８社 　　　指定工場等に賦課された固定資産税相当額を 　　　指定工場等に賦課された固定資産税相当額を 　　・指定工場等に賦課された固定資産税相当額を
　　・交付申請企業数　28社 　　　奨励金として交付 　　　奨励金として交付 　　　奨励金として交付
　②　商業施設立地促進奨励金 　　　(1事業者年間1億円を限度として3年間) 　　　(1事業者年間1億円を限度として3年間) 　　　(1事業者年間1億円を限度として3年間)
　　・指定申請企業数　１社 　・商業施設立地促進奨励金 　・商業施設立地促進奨励金 　②　商業施設立地促進奨励金

主な事業内容 　③　雇用促進奨励金 　　　指定商業施設等に賦課された固定資産税相当 　　　指定商業施設等に賦課された固定資産税相当 　　・指定商業施設等に賦課された固定資産税相当
　　・指定申請企業数　７社 　　　額を奨励金として交付 　　　額を奨励金として交付 　　　額を奨励金として交付

（年次計画） 　　・交付申請企業数　４社 　　　(1小売事業者年間5千万円を限度として6年　 　　　(1小売事業者年間5千万円を限度として6年　 　　　(1小売事業者年間5千万円を限度として6年　
３　工場設置協議への対応 　　　間) 　　　間) 　　　間)

Plan 1 　　・合計　１件 　・雇用促進奨励金 　・雇用促進奨励金 　③　雇用促進奨励金
４　工場立地法届出等受理 　　　10万円×新規雇用者数を雇用促進奨励金とし 　　　10万円×新規雇用者数を雇用促進奨励金とし 　　・10万円×新規雇用者数を雇用促進奨励金とし

（実績） 　　・合計　　11件 　　　て交付 　　　て交付 　　　て交付
　　【内訳】 　　　(1事業者年間2千万円を限度として3年間) 　　　(1事業者年間2千万円を限度として3年間) 　　　(1事業者年間2千万円を限度として3年間)

Do 2 　　・変更　　10件 ３　工場設置協議への対応 ３　工場設置協議への対応 ３　工場設置協議への対応
　　・その他　１件　　 ４　工場立地法届出等受理 ４　工場立地法届出等受理 ４　工場立

東

地法届出等受理
５　工

近

業、商業用地の拡大、

江

増設の取組 ５　工業、

市

商業用地の拡大、増設

総

の取組 ５　工業、商業

合

用地の拡大、増設の取

計

組 ５　工業、商業用地

画

の拡大、増設の取組
６

～

　市内企業との連携強

ま

化 　　・産業用地開発

ち

事業特別会計への繰出

づ

　・産業用地開発事業

く

特別会計への繰出 　・

り

産業用地開発事業特別

の

会計への繰出
７　地域

森

未来投資促進法に基づ

を

く地域経済牽引事業 ６

育

　市内企業との連携強

て

化 ６　市内企業との連

よ

携強化 ６　市内企業と

う

の連携強化
　の推進 ７

～

　地域未来投資促進法

■

に基づく地域経済牽引

令

事業 ７　地域未来投資

和

促進法に基づく地域経

0

済牽引事業 ７　地域未

7

来投資促進法に基づく

年

地域経済牽引事業
　の

度

推進 　の推進 　の推進

 

指標の年度目標値 新規

実

立地1件(延べ3件）

施

新規立地1件(延べ4

計

件） 新規立地1件(延

画

べ5件） 新規立地1件

／

(延べ6件）

事業の優

◆

先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支

令

出金 0千円 予算額 国庫

和

支出金 0千円

県支出金

0

0千円 県支出金 0千円

6

事業の財源 252,9

年

59千円 市債 0千円 3

度

14,885千円 市債

 

0千円

その他 0千円 そ

事

の他 0千円

一般財源 2

務

52,959千円 一般

事

財源 314,885千

業

円

職員数/人件費 正 2

評

.4人 会計任 0人 17

価

,849 千円 正 2.1

○

人 会計任 0.2人 14

基

,908 千円

評価
改善

本

方向性

令和06年度 

目

事務事業評価

指標の年

標

度実績 Do 2 2件(

：

延べ4件) 令和07年

0

度の改善の取り組み A

7

ction 4 令和0

活

8年度以降の事業の方

力

向性と資源の配分

＜成

と

果・課題＞ ＜改善内容

に

＞ 事業の方向性 資源(

ぎ

財源・人)の配分 事業

わ

の方向性と資源の配分

い

の内容

（成果） ・庁内

の

関係部署、関係機関等

あ

との連携を図り、遊休

る

現状維持 財源 令和８年

ま

度以降
・当該年度中の

ち

新規立地企業は２件で

指

あり、新たな 地、未利

標

用地の情報を把握し企

名

業誘致を推進する。 ・

新

新規立地及び既存施設

規

企業の設備投資が活発

企

であ
企業の進出を適切

業

に支援してきた。 ・庁

立

内、県、民間企業と連

地

携し、一定規模以上の

件

産 見直して継続 拡大 ○

数

るため立地促進奨励金

指

、商業施設立地促進奨

　

励金及
（課題） 業用地

　

創出について各種法的

標

な課題とその解決方策

成

拡大 ○ 現状 び雇用促進

果

奨励金が増加
事務事業

指

の改善内容 ・法規制等

標

から企業が立地可能な

一

事業用地が不足し 、民

覧

間企業の用地創出を後

の

押しする仕組みも含め

と

た 縮小 削減 ・地域未来

お

投資促進法を活用した

り

事業者の増加
ている。

新

検討を行う。 事業統合

規

人員 ・東近江市工場立

○

地法に基づく緑地面積

ソ

率等に係る
Check

フ

 3 ・市内の多くの企

ト

業が人材の確保に苦慮

事

している。 ・産業用地

務

を確保すべく、県と連

事

携し、産業用地開 手段

業

見直 準則を定める条例

コ

の制定による工場敷地

ー

内の生産施
発事業を推

ド

進する。（特別会計へ

7

の繰出） 休止・廃止 拡

3

大 設面積の増加＝設備

1

投資の増加
・商工労政

8

課と連携し、合同企業

○

説明会などを通じ 現状

基

○ ・産業用地開発事業

本

の推進に伴う特別会計

的

への繰出
て企業の人材

政

確保の支援に取り組む

策

。 完了 削減 金の増加

：06元気で魅力ある企業が立地するまちをつくります 指標の目標値 延べ４件 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 企業支援課

　 関 係 法 令 　東近江市工場等立地及び雇用促進条例、東近江市工場等立地及び雇用促進条例施行規則、東近江市 －
商業施設立地促進条例、東近江市商業施設立地促進条例施行規則、東近江市工場立地法に基づく緑地

○ 施策 ：01企業立地の促進 市 条 例 等 作　　成　　者 池戸　洋臣面積率等に係る準則を定める条例

事務事業名 　本市産業の発展と雇用の拡大を図るため、市内に立地を希望する事業者に用地を斡旋します。また
関連計画、立地をより推進するための措置として、一定以上の投下固定資産総額により工場等の新設又は増設

企業立地促進対策事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計を行った事業者及び本市住民を一定人数以上正規雇用した事業者に対して、奨励金を３年間（商業施

設の場合は６年間）交付します。 大事業コード 050000
算

款   項   目 070102

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　企業立地の推進 １　企業立地の推進 １　企業立地の推進 １　企業立地の推進
２　工場等立地及び雇用促進条例及び商業施設立地 ２　工場等立地及び雇用促進条例及び商業施設立地 ２　工場等立地及び雇用促進条例及び商業施設立地 ２　工場等立地及び雇用促進条例及び商業施設立地
　促進条例に基づく、対象事業者の指定及び奨励金 　促進条例に基づく、対象事業者の指定及び奨励金 　促進条例に基づく、対象事業者の指定及び奨励金 　促進条例に基づく、対象事業者の指定及び



年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

企業の新規立地や造成のニーズがある一方で、法規 産業用地を確保すべく、県と連携し産業用地開発事 現状維持 財源 令和８年度　各種調査のための負担金の増加
制等から産業用地が不足している。 業を推進する。 令和９年度から令和10年度　基本設計、実施設計及

見直して継続 拡大 ○ び用地買収のための負担金の増加
拡大 ○ 現状 令和10年度以降　造成工事実施のための負担金の増

事務事業の改善内容 縮小 削減 加
事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 指　　標 ○ 新規 ソフト 事務事業コード 8713

○基本的政策：06元気で魅力ある企業が立地するまちをつくります 指標の目標値 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 継続 ○ ハード 担　当　課　名 企業支援課

　 関 係 法 令 東近江市特別会計条例

○ 施策 ：01企業立地の促進 市 条 例 等 作　　成　　者 池戸　洋臣

事務事業名 本市産業の発展と雇用の拡大を図るため、県と連携し企業の立地ニーズに対応可能な産業用地を創出
関連計画します。また、産業用地開発事業の推進に当たっては、特別会計の設置により事業の円滑な運営及び

産業用地開発事業 事務事業概要 予
会   計   名 産業用地開発事その経理の適正化を図ります。

大事業コード 010000
算

款   項   目 010101

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　産業用地開発事業の推進 １　産業用地開発事業の推進 １　産業用地開発事業の推進
　・基本計画の策定 　・測量及び各種調査の実施 　・測量及び各種調査の実施
　・測量及び各種調査の実施 　・各種開発協議の実施 　・各種開発協議の実施
　　平面測量 　・環境影響評価の実施 　・環境影響評価の実施
　・各種開発協議の実施 　 　・基本設計及び詳細設計

　・用地買収

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 - - - -

事業の優先度 － Ａ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 0千円 市債 0千円 24,246千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 0千円 一般財源 24,246千円

職員数/人件費 正 0人 会計任 0人 0 千円 正 1.2人 会計任 0.8人 10,945 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 - 令和07



社団法人奥永源寺渓流の里へ委託
主な事業内容     

３　観光施設改修工事 ３　観光施設改修工事 ３　観光施設改修工事 ３　観光施設改修工事
（年次計画） 　・能登川水車とカヌーランド整備工事 　・中江準五郎邸屋根修理工事 　　（仮称）太郎坊宮前駐車場整備工事 　　（仮称）太郎坊宮前駐車場整備工事

　・藤井彦四郎邸山小屋修繕工事 　・（仮称）太郎坊宮前駐車場整備測量設計   
Plan 1  （繰越明許）　　　   

 　・観光施設改修工事   
（実績）  　　（能登川水車とカヌーランド）   

 　　　　　　　　　126,578千円   
Do 2  　・設計監理委託料　　　590千円   

    
４　観光案内看板の整備 ４　観光案内看板の整備　 ４　観光案内看板の整備 ４　観光案内看板の整備
　

指標の年度目標値 324会員 334会員 334会員 334会員

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 5,000千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 186,569千円 市債 62,900千円 142,527千円 市債 0千円

その他 97,077千円 その他 102,989千円

一般財源 26,592千円 一般財源 34,538千円

職員数/人件費 正 1.58人 会計任 7.99人 31,410 千円 正 2.58人 会計任 6.71人 35,474 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 287会員 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

〈成果〉 ・施設の利活用を進めるため、民間事業者が施設運 現状維持 ○ 財源
・観光案内看板改修業務、外村繁邸縁側修繕、大凧 営に参画しやすくなるよう検討を行う。
会館漏水補修工事、道の駅奥永源寺渓流の里浄化槽 ・太郎坊宮観光駐車場整備に向けた設計を行う。 見直して継続 拡大
設備修繕工事を行った。 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容  縮小 削減
〈課題〉 事業統合 人員

Check 3 ・太郎坊宮来訪者の駐車場が不足し、周辺住民の生 手段見直
活環境が悪化している。 休止・廃止 拡大

現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 東近江市観光協会会員数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 153

○基本的政策：07多彩な魅力を感じ多くの人が訪れるまちをつくります 指標の目標値 334会員 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 観光物産課

　 関 係 法 令 　五個荘商人屋敷条例、世界凧博物館東近江大凧会館条例、能登川水車とカヌーランド条例、東近江 東近江市観光戦略
ぷらざ三方よし条例

○ 施策 ：01観光資源の磨き上げと受入環境の充実・強化 市 条 例 等 作　　成　　者 西川　寛

事務事業名 　市内外からの観光客の誘致に努め、市の活性化を図るため、地域資源の保存･継承･活用への取組や
関連計画観光施設の管理運営を行います。

観光施設管理運営事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 030000
算

款   項   目 070103

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　観光施設の管理運営 １　観光施設の管理運営 １　観光施設の管理運営 １　観光施設の管理運営
　・五個荘近江商人屋敷 　・五個荘近江商人屋敷 　・五個荘近江商人屋敷 　・五個荘近江商人屋敷
　・紅葉公園 　・紅葉公園 　・紅葉公園 　・紅葉公園
　・東近江大凧会館 　・東近江大凧会館 　・東近江大凧会館 　・東近江大凧会館
　・能登川水車とカヌーランド 　・能登川水車とカヌーランド 　・能登川水車とカヌーランド 　・能登川水車とカヌーランド
　・ぷらざ三方よし 　・ぷらざ三方よし 　・ぷらざ三方よし 　・ぷらざ三方よし
    
２　道の駅運営 ２　道の駅運営 ２　道の駅運営 ２　道の駅運営
　・一般社団法人奥永源寺渓流の里へ委託 　・一般社団法人奥永源寺渓流の里へ委託 　・一般社団法人奥永源寺渓流の里へ委託 　・一般



・奥永源寺地域アウドドアライフ推進 　・奥永源寺地域アウドドアライフ推進 　・奥永源寺地域アウドドアライフ推進
 　・人流データを活用した観光地分析及び周遊促進 　・人流データを活用した観光地分析及び周遊促進 　・人流データを活用した観光地分析及び周遊促進
 　　事業   
    

主な事業内容 ３　歴史的資源を活用した観光まちづくり ３　歴史的資源を活用した観光まちづくり ３　歴史的資源を活用した観光まちづくり ３　歴史的資源を活用した観光まちづくり
    

（年次計画） ４　ふるさと寄附 ４　ふるさと寄附 ４　ふるさと寄附 ４　ふるさと寄附
    

Plan 1 ５　サイクリングで楽しむ観光の振興 ５　サイクリングで楽しむ観光の振興 ５　サイクリングで楽しむ観光の振興 ５　サイクリングで楽しむ観光の振興

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 324会員 334会員 334会員 334会員

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 2,000千円 予算額 国庫支出金 2,500千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 611,562千円 市債 0千円 615,473千円 市債 0千円

その他 353,951千円 その他 402,061千円

一般財源 255,611千円 一般財源 210,912千円

職員数/人件費 正 1.65人 会計任 0.2人 9,693 千円 正 1.5人 会計任 0.15人 9,674 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 287会員 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

〈成果〉 ・中間支援事業者と連携し、新規返礼品の開拓やネ 現状維持 ○ 財源
・ふるさと寄附の寄附額が当初予算を上回る寄附と ット上での広告に力を入れ、地場産品の販路拡大に
なった。 より、より一層の物産振興と寄附の拡大を図る。 見直して継続 拡大
 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 〈課題〉 縮小 削減
・ふるさと寄附返礼品事業者の新規開拓及び販売不 事業統合 人員

Check 3 振の品目の整理が必要である。 手段見直
・ふるさと寄附の寄付金の使い道の見せ方を検討す 休止・廃止 拡大
る必要がある。 現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 東近江市観光協会会員数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 465

○基本的政策：07多彩な魅力を感じ多くの人が訪れるまちをつくります 指標の目標値 334会員 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 観光物産課

　 関 係 法 令 － 東近江市観光戦略

○ 施策 ：01観光資源の磨き上げと受入環境の充実・強化 市 条 例 等 作　　成　　者 西川　寛

事務事業名 　地域資源の磨き上げを目標として、豊かな自然・奥深い歴史と文化、人物などをいかした物語観光
関連計画の展開を地域コミュニティとの連携により推進します。

観光資源ブランド化推進事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計　歩いて楽しむまちなかの観光、サイクリングで楽しむ観光を振興し、東近江市ならではの特産品開

発とブランド化を図ります。 大事業コード 060000
 算

款   項   目 070103

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　歴史・文化・人物をいかした物語観光の展開 １　歴史・文化・人物をいかした物語観光の展開 １　歴史・文化・人物をいかした物語観光の展開 １　歴史・文化・人物をいかした物語観光の展開
　・日本遺産「琵琶湖とその水辺景観」推進事業 　・日本遺産「琵琶湖とその水辺景観」推進事業 　・日本遺産「琵琶湖とその水辺景観」推進事業 　・日本遺産「琵琶湖とその水辺景観」推進事業
　 　 　 　
２　特産品開発とブランド化 ２　特産品開発とブランド化 ２　特産品開発とブランド化 ２　特産品開発とブランド化
　・ブランドロゴと認証制度推進　 　・ブランドロゴと認証制度推進　 　・ブランドロゴと認証制度推進　 　・ブランドロゴと認証制度推進　
　・奥永源寺地域アウトドアライフ推進 　



ド
　　協会等の支援 　　協会等の支援 　　協会等の支援 　　協会等の支援
 　 　 　

　 　
　 　

主な事業内容   

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 324会員 334会員 334会員 334会員

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 1,834千円 市債 0千円 1,952千円 市債 0千円

その他 500千円 その他 500千円

一般財源 1,334千円 一般財源 1,452千円

職員数/人件費 正 0.8人 会計任 0.1人 5,053 千円 正 1.5人 会計任 0.15人 9,060 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 287会員 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

〈成果〉 　観光客のニーズに応じて案内先をコーディネート 現状維持 ○ 財源
・地域資源の磨き上げと受入環境の充実を図るため できるガイドの育成が必要である。
、東近江観光振興協議会との連携や観光ボランティ 見直して継続 拡大
アガイド協会に支援を行った。 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容  縮小 削減
〈課題〉 事業統合 人員

Check 3 ・ボランティアガイドの高齢化がすすんでいるため 手段見直
、若手後継者の育成が必要である。 休止・廃止 拡大

現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 東近江市観光協会会員数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 4971

○基本的政策：07多彩な魅力を感じ多くの人が訪れるまちをつくります 指標の目標値 334会員 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 観光物産課

　 関 係 法 令 － 東近江市観光戦略

○ 施策 ：01観光資源の磨き上げと受入環境の充実・強化 市 条 例 等 作　　成　　者 西川　寛

事務事業名 　本市の多くの地域資源を来訪者にとって魅力があるものとしていくためには、年齢や性別、国籍、
関連計画障害の有無に関わらず楽しむ環境を整えるとともに、目的地までの案内標識や時を過ごす休息機能、

観光機能強化事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計宿泊滞在機能を整える必要があり、観光関連施設の充実・整備、安全・快適に観光できる環境の整備

を進めます。 大事業コード 040000
　また、おもてなしの人材育成、ネットワークの構築など観光まちづくりに関わる人材の掘り起こし 算

款   項   目 070103と育成に取り組みます。

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　情報システム管理運営事業 １　情報システム管理運営事業 １　情報システム管理運営事業 １　情報システム管理運営事業
　・フリーWiFiの運用　　 　・フリーWiFiの運用　　 　・フリーWiFiの運用　　 　・フリーWiFiの運用　　
 　   
２　観光団体の支援育成事業 ２　観光団体の支援育成事業 ２　観光団体の支援育成事業 ２　観光団体の支援育成事業
　・観光振興協議会、観光ボランティアガイド 　・観光振興協議会、観光ボランティアガイド 　・観光振興協議会、観光ボランティアガイド 　・観光振興協議会、観光ボランティアガイ



果的なＰＲ・情報発信 ３　効果的なＰＲ・情報発信 ３　効果的なＰＲ・情報発信 ３　効果的なＰＲ・情報発信
　・びわこビジターズビューローとの連携 　・びわこビジターズビューローとの連携 　・びわこビジターズビューローとの連携 　・びわこビジターズビューローとの連携

（年次計画） 　・滋賀ロケーションオフィスとの連携 　・滋賀ロケーションオフィスとの連携 　・滋賀ロケーションオフィスとの連携 　・滋賀ロケーションオフィスとの連携
　 　・インフルエンサーを活用したＳＮＳプロモーシ 　 　

Plan 1  　　ョン   
    

（実績） ４　観光協会支援 ４　観光協会支援　 ４　観光協会支援 ４　観光協会支援
  

Do 2  

指標の年度目標値 2,837,300人/年 3,100,000人/年 3,100,000人/年 3,100,000人/年

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 1,000千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 35,989千円 市債 0千円 33,687千円 市債 0千円

その他 32,000千円 その他 29,250千円

一般財源 2,989千円 一般財源 4,437千円

職員数/人件費 正 1.42人 会計任 0.19人 8,600 千円 正 2人 会計任 0.15人 11,946 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 2,441,821人/年 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

〈成果〉 ・観光協会と連携する中で、より効果的な事業展開 現状維持 ○ 財源
・映画や朝ドラ等のロケ地として活用され、知名度 を目指す。また、効果的なＰＲや情報発信について
向上が図れ、多くの来訪があった。また、教育旅行 、発信力を強化する必要がある。 見直して継続 拡大
の受入れなど民泊推進事業を行った。 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 　 縮小 削減
〈課題〉 事業統合 人員

Check 3 ・これまでの成果を活かした観光誘客に向けたＰＲ 手段見直
等が不足している。 休止・廃止 拡大

現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 東近江市を訪れた観光客数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 360

○基本的政策：07多彩な魅力を感じ多くの人が訪れるまちをつくります 指標の目標値 3,100,000人/年 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 観光物産課

　 関 係 法 令 － 東近江市観光戦略

○ 施策 ：02積極的な誘客と戦略的な情報発信 市 条 例 等 作　　成　　者 西川　寛

事務事業名 　近江の水・近江の歴史・近江の暮らしに出会う「東近江市」（まち）をコンセプトに、観光戦略を
関連計画具現化するために、本市の様々な地域資源をつなぎ、その魅力を磨き、多くの観光客が訪れるオンリ

観光戦略推進事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計ーワンの東近江市を目指します。そして、これらの取組を束ね、東近江市の知名度向上とそれを下支

えする観光産業の創出を図り、地域活性化を図ります。 大事業コード 010000
 算

款   項   目 070103

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　観光戦略の進行管理 １　観光戦略の進行管理 １　観光戦略の進行管理 １　観光戦略の進行管理
　 　 　 　
２　観光戦略の推進 ２　観光戦略の推進 ２　観光戦略の推進 ２　観光戦略の推進
　・観光情報の発信 　・観光情報の発信 　・観光情報の発信 　・観光情報の発信
　・広域観光推進 　・広域観光推進 　・広域観光推進 　・広域観光推進
　・インバウンド誘客 　・インバウンド誘客 　・インバウンド誘客 　・インバウンド誘客
　・民泊推進事業 　・民泊推進事業 　・民泊推進事業 　・民泊推進事業
　・ワーケーションの推進 　・ワーケーションの推進 　・ワーケーションの推進 　・ワーケーションの推進
    

主な事業内容 ３　効



ルーンフェスタ等 　　びわ湖東近江バルーンフェスタ等 　　びわ湖東近江バルーンフェスタ等 　　びわ湖東近江バルーンフェスタ等
    

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 2,837,300人/年 3,100,000人/年 3,100,000人/年 3,100,000人/年

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 6,520千円 市債 0千円 5,020千円 市債 0千円

その他 6,020千円 その他 4,000千円

一般財源 500千円 一般財源 1,020千円

職員数/人件費 正 1.48人 会計任 0.15人 9,169 千円 正 1.4人 会計任 0.15人 8,779 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 2,441,821人/年 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

〈成果〉 ・パンフレットに宿泊施設の紹介を行ったり、宿泊 現状維持 ○ 財源
・コロナ禍前と同じ規模で、ぶらっと五個荘まちあ を伴うツアーの造成を検討する。
るきを開催し、幅広い地域からの集客が図れた。 見直して継続 拡大
 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 〈課題〉 縮小 削減
・市内での滞在時間が短く、買い物や飲食、宿泊な 事業統合 人員

Check 3 ど市内周遊が十分でない。 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 東近江市を訪れた観光客数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 4972

○基本的政策：07多彩な魅力を感じ多くの人が訪れるまちをつくります 指標の目標値 3,100,000人/年 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 観光物産課

　 関 係 法 令 － 東近江市観光戦略

○ 施策 ：02積極的な誘客と戦略的な情報発信 市 条 例 等 作　　成　　者 西川　寛

事務事業名 　地域活性化を図るため、イベントの開催を支援します。
関連計画

観光イベント実施事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 050000
算

款   項   目 070103

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　来訪者誘致事業 １　来訪者誘致事業 １　来訪者誘致事業 １　来訪者誘致事業
　・観光イベントの開催・支援 　・観光イベントの開催・支援 　・観光イベントの開催・支援 　・観光イベントの開催・支援
　　ぶらっと五個荘まちあるき 　　ぶらっと五個荘まちあるき 　　ぶらっと五個荘まちあるき 　　ぶらっと五個荘まちあるき
　　あいとうマーガレットステーション花フェスタ 　　あいとうマーガレットステーション花フェスタ 　　あいとうマーガレットステーション花フェスタ 　　あいとうマーガレットステーション花フェスタ
　　ヘムスロイド杜まつりの支援　　 　　ヘムスロイド杜まつりの支援　　 　　ヘムスロイド杜まつりの支援　　 　　ヘムスロイド杜まつりの支援　　
　　近江商人屋敷ひな人形めぐり 　　近江商人屋敷ひな人形めぐり 　　近江商人屋敷ひな人形めぐり 　　近江商人屋敷ひな人形めぐり
　　ガチャコンまつり 　　ガチャコンまつり 　　ガチャコンまつり 　　ガチャコンまつり
　　びわ湖東近江バ



観光交流施設運営（指定管 　 　 　
理事業） ３　中心市街地整備事業 ３　中心市街地整備事業 ３　中心市街地整備事業
　・東西連絡通路基本構想策定業務　 　・東西連絡通路整備事業 　・東西連絡通路整備事業 　・東西連絡通路整備事業

主な事業内容   ・八日市本町駐車場整備事業空家解体工事 　・八日市本町駐車場整備事業　 　・八日市本町駐車場整備事業　 　
　　八日市本町境界確定業務　　 　・清水川修景整備事業　 　  

（年次計画）  　・金屋古民家解体工事   
３　ウォーカブル推進事業    

Plan 1 　・清水川修景施設設計委託    
    

（実績） ４　コンベンション等開催支援事業 ４　コンベンション等開催支援事業 ４　コンベンション等開催支援事業 ４　コンベンション等開催支援事業
　・申請件数　11件   

Do 2 　・補助金額　1,149,500円  
 
５　中心市街地古民家再生活用プロジェクト
　・一般社団法人八日市まちづくり公社と連携

指標の年度目標値 日中時間帯通行量　10,170人 日中時間帯通行量　10,359人 日中時間帯通行量　10,550人 日中時間帯通行量　10,550人

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 1,040千円 予算額 国庫支出金 13,076千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 59,636千円 市債 0千円 98,197千円 市債 0千円

その他 1,080千円 その他 1,079千円

一般財源 57,516千円 一般財源 84,042千円

職員数/人件費 正 5.3人 会計任 0人 35,020 千円 正 4.25人 会計任 0人 28,280 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 8,462人 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　中心市街地のにぎわい創出を図るため、八日市本 　第２期中心市街地活性化基本計画が令和８年度で 現状維持 財源 令和８年度以降
町駐車場整備に係る解体工事、境界確定を実施した 終了となるため、事業の円滑な進捗に努めるととも 　第２期中心市街地活性化基本計画に基づく事業実
。また、八日市駅東西連絡通路基本構想の策定及び に、第３期計画について検討
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■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：10戦略的な地域の創生 指 標 名 中心市街地の往来者の人数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 5196

○基本的政策：02重点プロジェクトの推進 指標の目標値 10,359人 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 中心市街地整備

　 関 係 法 令 　中心市街地の活性化に関する法律 東近江市中心市街 課
地活性化基本計画

○ 施策 ：02中心市街地のにぎわいの創出 市 条 例 等 作　　成　　者 馬越　順久

事務事業名 　本市の中心市街地において、中心市街地活性化基本計画に基づき、八日市駅前市有地活用事業など
関連計画を推進するとともに、にぎわいの創出を図る各種事業を八日市まちづくり公社に委託し、中心市街地

中心市街地にぎわい創出事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計の活性化を図ります。

大事業コード 100000
算

款   項   目 020108

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　中心市街地活性化の推進 １　中心市街地活性化の推進 １　中心市街地活性化の推進 １　中心市街地活性化の推進
　・中心市街地活性化基本計画の進捗管理　 　・中心市街地活性化基本計画の進捗管理 　・中心市街地活性化基本計画の進捗管理 　・中心市街地活性化基本計画の進捗管理
　・一般社団法人八日市まちづくり公社運営支援 　・一般社団法人八日市まちづくり公社運営支援 　・一般社団法人八日市まちづくり公社運営支援 　・一般社団法人八日市まちづくり公社運営支援
   ・第３期東近江市中心市街地活性化基本計画策定 　・第３期東近江市中心市街地活性化基本計画策定  
    
２　八日市駅周辺整備 ２　駅前観光交流施設運営事業　 ２　駅前観光交流施設運営事業　 ２　駅前観光交流施設運営事業　
　・駅前市有地活用事業


